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第１ 実施体制に関する資料 

 

１ 男鹿市の連絡先に関する資料 

 （１）男鹿市連絡先等一覧 

部局名 課所室名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

総務企画部 企画政策課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 若美支所 角間崎字家ノ下452 46－2111 46－2118 

 戸賀出張所 戸賀浜塩谷字大水沢15－2 37－2111 37－2100 

 北浦出張所 北浦北浦字杉原9－1 33－2111 33－2200 

 男鹿中出張所 男鹿中山町字家口144－2 33－3111 33－3200 

 五里合出張所 五里合神谷字鮫の口20 34－2111 34－2100 

 脇本出張所 脇本脇本字前野8 25－2111 25－4500 

 船越出張所 船越字船越40 35－2111 35－2100 

 椿出張所 船川港椿字東27 27－2111 27－2100 

 総務課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 総務課危機管理室 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 財政課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 税務課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 税務課債権管理室 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

市民福祉部 生活環境課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 健康子育て課 船川港船川字片田74 24－3400 24－3333 

 介護サービス課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 福祉課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

観光文化スポーツ部 観光課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 男鹿まるごと売込課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 文化スポーツ課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 市民文化会館 船川港船川字海岸通り2号14－2 23－2251 23－2253 

産業建設部 農林水産課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 建設課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

男鹿みなと市民病院 事務局 船川港船川字海岸通り1号8－6 23－2221 23－3179 

会計管理者 会計課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

議会 事務局 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

教育委員会 学校教育課 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 生涯学習室 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

 図書館 船川港船川字外ヶ沢126－1 23－2552 23－2553 

 中央公民館 船川港船川字海岸通り2号14－2 23－2251 23－2253 

 市民ふれあいプラザ 船川港船川字外ヶ沢126－16 23－3838 23－3885 

 男鹿市総合体育館 船川港比詰字大沢田地内 23－3040 23－2530 

 若美総合体育館 鵜木字中角境36 46－3113 46－3114 

 若美ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 角間崎字家ノ下54 46－4109 46－2224 
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部局名 課所室名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

教育委員会 若美ふるさと資料館 野石字大場沢下1－41 24－9103 47－2200 

選挙管理委員会 事務局 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

監査委員 事務局 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

農業委員会 事務局 船川港船川字泉台66－1 23－2111 23－2424 

企業局 管理課 角間崎字家ノ下452 46－4102 46－3122 

 上下水道課 角間崎字家ノ下452 46－4105 46－3122 

 ガス工務課 角間崎字家ノ下452 46－4106 46－3122 

男鹿地区消防本部 総務課 船川港船川字海岸通り二号12－7 23－3139 24－4161 

 警防課 船川港船川字海岸通り二号12－7 23－3139 24－4161 

 予防課 船川港船川字海岸通り二号12－7 23－3139 24－4161 

 通信指令室 船川港船川字海岸通り二号12－7 23－3139 24－4161 

 消防署 船川港船川字海岸通り二号12－7 23－3119 22－2020 

 北分署 北浦北浦字種田69－3 33－3011 33－3063 

 東分署 脇本脇本字上谷地130－1 25－2119 25－2168 

 若美分署 鵜木字下潟端212 46－3119 46－3967 

 

 

２ 大規模集客施設等に関する資料 

 

 （１）大規模集客施設等件数一覧 

                                                          平成 29 年 4 月 1 日現在 

幼稚園

保育園

   

小学校  中学校  

  

高  校 特殊教育

学 校  

大 学 病  院 大規模小

売店舗  

   

観光文化

スポーツ

施設  

9 6 4 2 － － 1 22 － 

 

※ 病院とは 20 床以上を保有している施設。 

※ 大規模小売店舗は、大規模小売店舗立地法による届出義務のある店舗（面積 1,000 ㎡以上の店舗） 

※ 観光・文化・スポーツ施設は、年間入込数 10 万人以上の施設。 
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３ 医療体制に関する資料 

 

 （１）消防一部事務組合が保有する救急自動車及び救急隊員数 

                               平成 29 年 4 月 1 日現在 

救急自動車数 救急隊員数 

 

計 

 

高規格 

 

普通型 

 

計 

 

専任 

 

兼任 

計のうち、 

救急救命士数 

8 8 0 106 6 100 24 

 

 

４ 自主防災組織に関する資料 

 

 （１）自主防災組織の概況 

                                                                平成29年4月1日現在 

整理 

番号 

地区名 自主防災組織名 世帯数 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

馬生目地区町内会 32 

2 仁井沢部落会 5 

3 仁井山地区会 52 

4 田中地区自治会 104 

5 比詰地区防犯防災班 199 

6 羽立駅前町内会 65 

7 上金川町内会 87 

8 下金川１区自主防災組合 42 

9 下金川二区町内会 28 

10 下金川３区町内会 47 

11 下金川四区町内会 43 

12 泉台一区防災会 56 

13 泉台二区町内会 43 

14 泉台３区町内会 27 

15 新浜町町内会 37 

16 栄町一区 31 

17 栄町２区 15 

18 元浜町１区町内会 36 

19 元浜町２区町内会 35 

20 元浜町３・４区町内会 60 

21 東本町自主防災組織 38 

22 曙町一区町内会 26 

23 曙町二区町内会 72 

24 住吉町自主防災隊 133 

25 北町町内会 134 

26 西坂町町内会 47 
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整理 

番号 

地区名 自主防災組織名 世帯数 

27  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船川 

花園台町内会 24 

28 汐見ヶ丘町内会 69 

29 旭ヶ丘町内会自主防災部会 26 

30 西本町１区 23 

31 西本町二区町内会 31 

32 西本町三区町内会 21 

33 霞ヶ丘町内会 25 

34 藤五郎坂自主防災 19 

35 船川新町 35 

36 芦沢一区町内自主防災 42 

37 芦沢２区町内会 47 

38 芦沢３区自主防災 62 

39 芦沢５区自主防災 20 

40 芦沢南町内会 76 

41 南ヶ丘 99 

42 北平沢町内会自主防災組織 13 

43 南平沢防災班 128 

44 増川部落会 101 

45 女川部落会 207 

46 羽立地区自主防災会 299 

47 金川台町内防災会 186 

48 緑ヶ丘町内防災自助会 138 

49 

椿 

中台地区 22 

50 台島部落会 75 

51 椿部落会自主防災組織 133 

52 双六町内会 64 

53 小浜部落 40 

54 門前部落会 45 

55 

戸賀 

戸賀郷中 103 

56 浜塩谷・浜中郷中 36 

57 塩浜町内会 49 

58 加茂青砂部落会 63 

59 

北浦 

入道崎地区自主防災会 162 

60 西黒沢自主防災会 56 

61 湯本・湯の尻・温泉・東山団地自主防災会 194 

62 西水口自主防災会 78 

63 真山自主坊防災会 69 

64 安全寺自主防災会 82 

65 北浦本町・相川・野村自主防災会 659 

66 男鹿中 浜間口町内会自主防災会 64 
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整理 

番号 

地区名 自主防災組織名 世帯数 

67  

 

 

 

男鹿中 

牧野町内会自主防災会 40 

68 町田町内会自主防災会 39 

69 中間口町内会自主防災会 40 

70 山田部落会 68 

71 杉下町内会自主防災会 30 

72 滝川町内会自主防災会 222 

73 島田町内会自主防災会 16 

74 三ッ森町内会自主防災会 29 

75 開町内会自主防災会 27 

76 

五里合 

中石自主防災組合 92 

77 橋本自主防災組合 31 

78 高屋自主防災組合 38 

79 谷地自主防災組合 93 

80 石神自主防災組合 63 

81 箱井自主防災組合 147 

82 琴川自主防災組合 70 

83 鮪川自主防災組合 92 

84 三本松自主防災組合 10 

85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脇本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百川町内会 137 

86 樽沢町内会 98 

87 浦田町内会 185 

88 飯ノ森郷会 65 

89 大倉部落会 106 

90 岩倉町内自主防災隊 47 

91 田谷沢町内会 51 

92 打ヶ崎町内会 113 

93 脇本駅前町内自主防災会 360 

94 飯ノ町町内会 112 

95 栄町町内会 73 

96 浜町町内会 33 

97 脇本新町自主防災組織 75 

98 荒町町内会 31 

99 向山町内 36 

100 御札町 24 

101 仲町町内会 40 

102 舘下町内会自主防衛団 28 

103 天神町内会 40 

104 学校通り自主防災組織 47 

105 根木地区町内会 

91 

106 諸産堤団地町内会 
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整理 

番号 

地区名 自主防災組織名 世帯数 

107 脇本 杉山町内会 28 

108 

船越 

中野町内会 62 

109 船越寺後町内会 105 

110 船越新町 432 

111 船越荒町災害時見守隊 215 

112 中町町内会 69 

113 船越西町 191 

114 船越新地町内 370 

115 船越本町町内会 557 

116 船越長沼自主防災会 491 

117 

払戸 

小深見自主防災組織 432 

118 男鹿市渡部町内会自主防災会 314 

119 潟端町内会 53 

120 福川町内会 98 

121 

鵜木 

角間崎自主防災組織 303 

122 鵜木自主防災組織 139 

123 道村町内会 79 

124 松木沢町内会防災会 34 

125 本内自主防災 56 

126 男鹿市福米沢地区自主防災会 125 

127 福野町内会 13 

128 

野石 

土花町内会 33 

129 野石町内会 154 

130 宮沢町内会 231 

131 釜谷地町内会 173 

132 玉ノ池町内会 40 

133 美野町内会 8 

134 柳原町内会 33 

135 石田川原 28 

136 五明光町内会 68 

137 八ッ面町内会 16 

138 申川 17 

13,085 世帯 
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５ 赤十字標章等の特殊標章等に関する資料 

 

（１）赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン 

（平成 17 年 8 月 2 日赤十字標章等、特殊標章等に係る事務の運用に関する関係省庁連絡会議申合せ） 

 

１ 目的 

 このガイドラインは、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年

法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）第１５７条及び第１５８条に規定する事務を円滑に

実施するため、武力攻撃事態等における赤十字標章等（国民保護法第１５７条第１項の特殊信号及び

身分証明書並びに同条第２項の赤十字標章等をいう。以下同じ。）及び特殊標章等（国民保護法第１

５８条第１項の特殊標章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付又は使用の許可（以下「交付等」

という。）に関する基準、手続等を定めることを目的とする。 

 

２ 赤十字標章等の交付等に関する基準、手続等 

（1） 交付等の対象者 

・許可権者（指定行政機関の長及び都道府県知事（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の１９第１項の指定都市にあっては、指定都市の長。２（1）（②（ｳ）を除く。）にお

いて同じ。）をいう。以下２において同じ。）は、次に定める区分に従い、赤十字標章等の交付

等を行うものとする。 

① 指定行政機関の長が交付等を行う対象者 

（ｱ） 避難住民等の救援の支援を行う当該指定行政機関の長が所管する医療機関 

（ｲ） 避難住民等の救援の支援を行う当該指定行政機関の職員（その管轄する指定地方行政

機関の職員を含む。）である医療関係者（武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律施行令（平成１６年政令第２７５号）第１８条の医療関係者をいう。以下

２において同じ。） 

（ｳ）（ｱ）及び（ｲ）に定める対象者以外の当該指定行政機関の長が所管する医療機関である指

定公共機関 

（ｴ）（ｱ）から（ｳ）までに定める対象者の委託により医療に係る業務（捜索、収容、輸送等）

を行う者 

② 都道府県知事が交付等を行う対象者 

（ｱ） 当該都道府県知事から国民保護法第８５条第１項の医療の実施の要請、同条第２項の

医療の実施の指示等を受けて、当該都道府県知事の管理の下に避難住民等の救援を行う医

療機関及び医療関係者 

（ｲ） 当該都道府県知事から国民保護法第８０条第１項の救援に必要な援助についての協力

の要請等を受けて、当該都道府県知事の管理の下で行われる避難住民等の救援に必要な援

助について協力をする医療機関及び医療関係者  

（ｳ）（ｱ）及び（ｲ）に定める対象者以外の当該都道府県知事が指定した医療機関である指定地

方公共機関 

（ｴ）①（ｱ）から（ｳ）まで及び②（ｱ）から（ｳ）までに定める対象者以外の当該都道府県（地

方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市にあっては、指定都市。（2）（ｱ）において同

じ。）において医療を行う医療機関及び医療関係者 

（ｵ）（ｱ）から（ｴ）までに定める対象者の委託により医療に係る業務（捜索、収容、輸送等）

を行う者 
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（2） 交付等の手続、方法等 

・赤十字標章等の交付等は、次に定める区分に従い行うものとする。 

（ｱ） 指定行政機関又は都道府県の職員並びにこれらの者が行う医療のために使用される場

所及び車両、船舶、航空機等（以下「場所等」という。）を識別させるための赤十字標章

等については、許可権者が作成して交付するものとする。 

（ｲ）対象者の委託により医療に係る業務（捜索、収容、輸送等）を行う者（以下(ｲ)において

「受託者」という。）及び受託者が行う医療に係る業務を行う場所等を識別させるための

赤十字標章等については、原則として当該対象者が自ら作成して許可権者に対して使用の

許可の申請（申請書の様式の例は、別紙の様式１のとおりとする。）を行い、使用の許可

を受けるものとする。 

（ｳ）（ｱ）及び（ｲ）に定める対象者以外の対象者並びに当該対象者が行う医療のために使用さ

れる場所等を識別させるための赤十字標章等については、当該対象者が自ら作成して許可

権者に対して使用の許可の申請（申請書の様式の例は、別紙の様式１のとおりとする。）

を行い、使用の許可を受けるものとする。 

・許可権者は、人命の救助等のために特に緊急を要し、対象者からの申請を待ついとまがない

と認めるときは、当該申請を待たずに白地に赤十字の標章のみを交付することができる。 

・許可権者は、武力攻撃事態等において交付等を行う方法と平時において交付等をしておく方

法とのいずれを採用するか、対象者の種別、対象者が行うことが想定される医療の内容等に

応じて定めるものとする。ただし、赤十字標章等の濫用を防止する必要があることを踏まえ、

武力攻撃事態等において医療等を行う蓋然性が少ないと考えられる者に対しては、平時にお

いては赤十字標章等の交付等を行わないものとする。 

・許可権者は、申請書の保管、赤十字標章等の交付等をした者に関する台帳（当該台帳の様式

の例は、別紙の様式２のとおりとする。）の作成など交付等した赤十字標章等の管理を行うも

のとする。 

・赤十字標章等の交付等を受けた者は、赤十字標章等を紛失し、又は使用に堪えない程度に汚

損若しくは破損した場合には、赤十字標章等の再交付又は再許可を受けることができるもの

とする。この場合において、汚損又は破損した赤十字標章等を返納しなければならない。 

 

（3）赤十字標章等の様式等 

 ①  赤十字等の標章 

・我が国関係者については、すべて白地に赤十字の標章を使用するものとする。なお、白地

に赤新月又は赤のライオン及び太陽の標章については、外国から派遣された医療関係者等

による使用を想定している。 

・白地に赤十字、赤新月又は赤のライオン及び太陽の標章（以下(3)及び(7)において「赤十

字等の標章」という。）は、状況に応じて適当な大きさとする。なお、赤十字、赤新月並

びに赤のライオン及び太陽の形状のひな形は図１のとおりである。 

・赤十字等の標章の赤色の部分の色は、金赤（ＣＭＹＫ値：C-0,M-100,Y-100,K-0、ＲＧＢ

値：#FF0000）を目安とする。ただし、他の赤色を用いることを妨げるものではない。 

 ［図１］ 
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・場所等を識別させるための赤十字等の標章は、できる限り様々な方向から及び遠方から

（特に空から）識別されることができるよう、可能な限り、平面若しくは旗に又は地形に

応じた他の適当な方法によって表示するものとする。 

・場所等を識別させるための赤十字等の標章は、夜間又は可視度が減少したときは、点灯し

又は照明することができるものとすることが望ましい。 

・赤十字等の標章の赤色の部分は、特に赤外線機器による識別を容易にするため、黒色の下

塗りの上に塗ることができるものとする。 

・対象者を識別させるために赤十字等の標章を使用する際は、できる限り赤十字等の標章を

帽子及び衣服に付けるものとする。 

 ② 特殊信号 

・対象者が使用することができる特殊信号は、発光信号、無線信号及び電子的な識別とする。 

・特殊信号の規格等については、１９４９年８月１２日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力

紛争の犠牲者の保護に関する追加議定書（議定書Ⅰ）（以下「第一追加議定書」という。）

附属書Ｉ第３章の規定によるものとする。 

 ③ 身分証明書 

・常時の医療関係者等の身分証明書は、第一追加議定書附属書Ｉ第２条の規定も踏まえ、次

の要件を満たす同一の形式のものとし、その様式は別紙の様式３のとおりとする。 

（ｱ）赤十字等の標章を付し、かつ、ポケットに入る大きさのものであること。 

（ｲ）できる限り耐久性のあるものであること。 

（ｳ）日本語及び英語で書かれていること。 

（ｴ）氏名及び生年月日が記載されていること。 

（ｵ）所有者がいかなる資格において１９４９年８月１２日のジュネーブ諸条約（以下単に「ジ

ュネーブ諸条約」という。）及び第一追加議定書の保護を受ける権利を有するかが記載さ

れていること。なお、所持者の資格については、○○省の職員、救援を行う△△（医療機

関）の職員又は医療関係者、指定地方公共機関である××の職員等と記載することとする。 

（ｶ）所持者の写真及び署名が付されていること。なお、写真の標準的な大きさは縦４センチ

メートル、横３センチメートルとするが、所持者の識別が可能であれば、これと異なる大

きさの写真でも差し支えない。 

（ｷ）許可権者の印章（公印）が押され、及び当該許可権者の署名が付されていること。（いず

れも印刷されたもので差し支えない。） 

（ｸ）身分証明書の交付等の年月日及び有効期間の満了日が記載されていること。なお、有効

期間については、武力攻撃事態等において交付等する場合にあっては対象者が行う医療等

の実施が必要と認められる期間等を勘案し、平時において交付等する場合にあっては対象

者である職員の在職予定期間等を勘案して、許可権者が決定することとする。 

（ｹ）所持者の血液型が判明している場合には、身分証明書の裏面に所持者の血液型（ＡＢＯ

式及びＲｈ式）が記載されていること。 

・臨時の医療関係者等の身分証明書については、原則として、常時の医療関係者等の身分証明

書と同様のものとする。ただし、常時の医療関係者等の身分証明書と同様の身分証明書の交

付等を受けることができない場合には、これらの者が臨時の医療関係者等として医療等を行

っていることを証明し並びに医療等を行っている期間及び赤十字等の標章を使用する権利を

可能な限り記載する証明書であって、許可権者が署名するものを交付等するものとする。こ

の証明書には、所持者の氏名、生年月日及び当該医療関係者等が行う医療等の内容を記載す
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るとともに、所持者の署名を付するものとする。 

・常時の医療関係者等及び臨時の医療関係者等の区別については、当該医療関係者等が行う医

療等の内容、その期間等を勘案し、許可権者が決定することとする。 

（4） 赤十字標章等の使用に当たっての留意事項 

・何人も、武力攻撃事態等において、赤十字標章等をみだりに使用してはならないとされてい

ることを踏まえ、以下のとおり取り扱うものとする。 

（ｱ） 赤十字標章等の交付等を受けた者は、当該赤十字標章等を他人に譲り渡し、又は貸与し

てはならない。 

（ｲ） 赤十字標章等の交付等を受けた者は、医療を行っていない場合には、赤十字標章等を使

用してはならない。 

（ｳ） 赤十字標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら医

療のために使用されていなければならない。 

（5） 訓練及び啓発 

・許可権者及び対象者は、国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）について

の訓練を実施するに当たって、赤十字標章等を使用するよう努めるものとする。 

・国〔内閣官房、外務省、厚生労働省、消防庁、文部科学省等〕は、地方公共団体等と協力しつ

つ、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に基づく武力攻撃事態等における赤十字標章等の

使用の意義等について教育や学習の場などの様々な機会を通じて国民に対する啓発に努める

ものとする。 

（6） 体制の整備等 

・許可権者は、本ガイドラインに基づき、必要に応じて具体的な運用に関する要綱を作成する

ものとする。なお、許可権者は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書並びに国民保護法の規

定を踏まえ、それぞれの機関の実情に応じた取扱いを当該要綱で定めることができる。 

・許可権者又は対象者は、武力攻撃事態等における赤十字標章等の必要量を勘案した上で、武

力攻撃事態等において赤十字標章等を速やかに交付等し、又は使用できるようあらかじめ必

要な準備を行うよう努めるものとする。 

・国及び地方公共団体は、必要に応じて、職員の服制に関する規定の見直し等を行うものとす

る。 

・国〔内閣官房、外務省、厚生労働省、消防庁〕は、許可権者の間で運用の統一が図られるよ

う必要な措置を講ずるものとする。 

（7） 平時における赤十字等の標章の使用等 

・平時においては、(5)に定める場合を除いて、赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する

法律 （昭和２２年法律第１５９号。(7)において「赤十字標章法という。）の規定に基づき、

日本赤十字社及び日本赤十字社の許可を受けた者に限って赤十字等の標章を使用することが

できるものとする。 

・武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律

（平成１５年法律第７９号）第９条第１項の対処基本方針が定められる前に日本赤十字社か

ら赤十字等の標章の使用の許可を受けた者は、武力攻撃事態等においても、赤十字標章法第

３条に規定する傷者又は病者の無料看護を引き続き行う場合に限り、改めて国民保護法に基

づく交付等を受けることなく赤十字等の標章を使用することができるものとする。 
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３ 特殊標章等の交付等に関する基準、手続等 

（1） 交付等の対象者 

・許可権者（国民保護法第１５８条第２項の指定行政機関長等をいう。以下３において同じ。）

は、次に定める区分に従い、特殊標章等の交付等を行うものとする。なお、「国民保護措置の

実施に必要な援助について協力をする者」とは、国民保護法第７０条第１項、第８０条第１

項、第１１５条第１項及び第１２３条第１項に基づいて、許可権者が実施する国民保護措置

の実施に必要な援助について協力をする者等を指すものである。 

① 指定行政機関の長が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該指定行政機関の職員（その管轄する指定地方行政機関の職員を含む。）で国民保護措

置に係る職務を行うもの 

（ｲ）当該指定行政機関の長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該指定行政機関の長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする

者 

（ｴ）当該指定行政機関の長が所管する指定公共機関 

② 都道府県知事が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該都道府県の職員（③(ｱ)及び⑤(ｱ)に定める職員を除く。）で国民保護措置に係る職

務を行うもの 

（ｲ）当該都道府県知事の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該都道府県知事が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（ｴ）当該都道府県知事が指定した指定地方公共機関 

③ 警視総監又は道府県警察本部長が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該都道府県警察の職員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

（ｲ）当該警視総監又は道府県警察本部長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該警視総監又は道府県警察本部長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助につい

て協力をする者 

④ 市町村長が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該市町村の職員（当該市町村の消防団長及び消防団員を含み、⑤(ｱ)及び⑥(ｱ)に定め

る職員を除く。）で国民保護措置に係る職務を行うもの 

（ｲ）当該市町村長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該市町村長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

⑤ 消防長が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該消防長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

（ｲ）当該消防長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該消防長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

⑥ 水防管理者が交付等を行う対象者 

（ｱ）当該水防管理者の所轄の水防団長及び水防団員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

（ｲ）当該水防管理者の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（ｳ）当該水防管理者が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（2） 交付等の手続、方法等 

・特殊標章等の交付等は、次に定める区分に従い行うものとする。 

（ｱ）許可権者の所轄の職員で国民保護措置に係る職務を行うもの及び当該国民保護措置に係

る当該職員が行う職務のために使用される場所等を識別させるための特殊標章等につい

ては、許可権者が作成して交付するものとする。 
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（ｲ） 許可権者の委託により国民保護措置に係る業務を行う者又は許可権者が実施する国民

保護措置の実施に必要な援助について協力をする者及び当該国民措置に係るこれらの者

が行う業務又は協力のために使用される場所等を識別させるための特殊標章等について

は、原則として当該対象者が許可権者に対して交付の申請（申請書の様式の例は、別紙の

様式１のとおりとする。）を行い、許可権者が作成して交付するものとする。 

（ｳ）指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する国民保護措置に係る業務を行う者

（当該指定公共機関又は指定地方公共機関の委託により国民保護措置に係る業務を行う

者を含む。）又は当該指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する国民保護措置の

実施に必要な援助について協力をする者及び当該国民保護措置に係るこれらの者が行う

業務又は協力のために使用される場所等を識別させるための特殊標章等については、指定

公共機関又は指定地方公共機関が自ら作成して許可権者に対して使用の許可の申請（申請

書の様式の例は、別紙の様式１のとおりとする。）を行い、使用の許可を受けるものとす

る。 

・許可権者は、人命の救助等のために特に緊急を要し、対象者からの申請を待ついとまがない

と認めるときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができる。 

・許可権者は、武力攻撃事態等において交付等を行う方法と平時において交付等をしておく方

法とのいずれを採用するか、対象者の種別、対象者が行うことが想定される国民保護措置に

係る職務、業務又は協力の内容等に応じて定めるものとする。ただし、特殊標章等の濫用を防

止する必要があることを踏まえ、武力攻撃事態等において国民保護措置に係る職務、業務又

は協力を行う蓋然性が少ないと考えられる者に対しては、平時においては特殊標章等の交付

等を行わないものとする。 

・許可権者は、申請書の保管、特殊標章等の交付等をした者に関する台帳（当該台帳の様式の

例は、別紙の様式２のとおりとする。）の作成など交付等した特殊標章等の管理を行うものと

する。 

・特殊標章等の交付等を受けた者は、特殊標章等を紛失し、又は使用に堪えない程度に汚損若

しくは破損した場合には、特殊標章等の再交付又は再許可を受けることができるものとする。

この場合において、汚損又は破損した特殊標章等を返納しなければならない。 

（3）特殊標章等の様式等 

① 特殊標章 

・特殊標章は、オレンジ色地に青色の正三角形とし、原則として次の条件を満たすものとす

る。なお、そのひな形は図２のとおりである。 

（ｱ）青色の三角形を旗、腕章又は制服に付する場合には、その三角形の下地の部分は、

オレンジ色とすること。 

（ｲ）三角形の一の角が垂直に上を向いていること。 

（ｳ）三角形のいずれの角もオレンジ色地の縁に接していないこと。 

・特殊標章の大きさは、状況に応じて適当な大きさとする。 

・ 特殊標章の色については、オレンジ色地の部分はオレンジ色（ＣＭＹＫ値：C-0,M-

36,Y-100,K-0、ＲＧＢ値：#FFA500）を、青色の正三角形の部分については青色（ＣＭＹ

Ｋ値：C-100,M-100,Y-0,K-0、ＲＧＢ値：#0000FF）を目安とする。ただし、他のオレンジ

色及び青色を用いることを妨げるものではない。 
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［図２］ 

 

 

 

 

 

 

・場所等を識別させるための特殊標章は、できる限り様々な方向から及び遠方から識別され

ることができるよう、可能な限り、平面又は旗に表示するものとする。 

・場所等を識別させるための特殊標章は、夜間又は可視度が減少したときは、点灯し又は照

明することができるものとすることが望ましい。 

・対象者を識別させるために特殊標章を使用する際は、できる限り特殊標章を帽子及び衣服

に付けるものとする。 

② 身分証明書 

・身分証明書は、第一追加議定書附属書Ｉ第１５条の規定も踏まえ、次の要件を満たす同一

の形式のものとし、その様式は別紙の様式４のとおりとする。 

（ｱ）特殊標章を付し、かつ、ポケットに入る大きさのものであること。 

（ｲ）できる限り耐久性のあるものであること。 

（ｳ）日本語及び英語で書かれていること。 

（ｴ）氏名及び生年月日が記載されていること。 

（ｵ）所持者がいかなる資格においてジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書の保護を受け

る権利を有するかが記載されていること。なお、所持者の資格については、○○省の

職員、△△県の職員、指定地方公共機関である××の職員等と記載することとする。 

（ｶ）所持者の写真及び署名が付されていること。なお、写真の標準的な大きさは縦４セ

ンチメートル、横３センチメートルとするが、所持者の識別が可能であれば、これと

異なる大きさの写真でも差し支えない。 

（ｷ）許可権者の印章（公印）が押され、及び当該許可権者の署名が付されていること。

（いずれも印刷されたもので差し支えない。） 

（ｸ）身分証明書の交付等の年月日及び有効期間の満了日が記載されていること。なお、

有効期間については、武力攻撃事態等において交付等する場合にあっては対象者が行

う国民保護措置に係る職務、業務又は協力の実施が必要と認められる期間等を勘案し、

平時において交付等する場合にあっては対象者である職員の国民保護措置を担当す

る部局における在職予定期間等を勘案して、許可権者が決定することとする。 

（ｹ）所持者の血液型が判明している場合には、身分証明書の裏面に所持者の血液型（Ａ

ＢＯ式及びＲｈ式）が記載されていること。 

（4） 特殊標章等の使用に当たっての留意事項 

・何人も、武力攻撃事態等において、特殊標章等をみだりに使用してはならないとされている

ことを踏まえ、以下のとおり取り扱うものとする。 

（ｱ）特殊標章等の交付等を受けた者は、当該特殊標章等を他人に譲り渡し、又は貸与しては

ならない。 

（ｲ）特殊標章等の交付等を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行ってい

ない場合には、特殊標章等を使用してはならない。 

（ｳ）特殊標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら国民保
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護措置に係る職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。 

（5） 訓練及び啓発 

・許可権者及び対象者は、国民保護措置についての訓練を実施するに当たって、特殊標章等を

使用するよう努めるものとする。 

・国〔内閣官房、外務省、消防庁、文部科学省等〕は、地方公共団体等と協力しつつ、ジュネー

ヴ諸条約及び第一追加議定書に基づく武力攻撃事態等における特殊標章等の使用の意義等に

ついて教育や学習の場などの様々な機会を通じて国民に対する啓発に努めるものとする。 

（6） 体制の整備等 

・許可権者は、本ガイドラインに基づき、必要に応じて具体的な運用に関する要綱を作成する

ものとする。なお、許可権者は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書並びに国民保護法の規

定を踏まえ、それぞれの機関の実情に応じた取扱いを当該要綱で定めることができる。 

・許可権者又は対象者は、武力攻撃事態等における特殊標章等の必要量を勘案した上で、武力

攻撃事態等において特殊標章等を速やかに交付等し、又は使用できるようあらかじめ必要な

準備を行うよう努めるものとする。 

・国及び地方公共団体は、必要に応じて、職員の服制に関する規定の見直し等を行うものとす

る。 

・国〔内閣官房、外務省、消防庁〕は、許可権者の間で運用の統一が図られるよう必要な措置

を講ずるものとする。 

（7）平時における特殊標章の使用 

・平時におけるいたずらな使用が武力攻撃事態等における混乱をもたらすおそれがあることに

かんがみ、平時における特殊標章の使用については、(5)に定める場合を除いて使用しないこ

ととする。 
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 ［様式１］                                                          （別紙） 

［様式１］       赤十字               交    付 

             標章等に係る      申請書 

          特 殊               使用許可 

                                                          平成  年  月  日 

（許 可 権 者） 様 

  私は、国民保護法第１５７条又は第１５８条の規定に基づき、赤十字標章等又は特 

 殊標章等の交付又は使用許可を以下のとおり申請します。 

氏名：（ 漢 字 ）                                     

     （ローマ字）                                     

生年月日（西暦） 

    年  月  日  

申請者の連絡先 

  住    所：〒                                             

                                                           

 電話番号：                                        

   E-mail ：                                        

  

 

写 真 

縦４×横３㎝ 

  （身分証明書の交付又は 

   使用許可の場合のみ） 

 

識別のための情報（身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載） 

  身    長：      ㎝        眼の色：              

  頭髪の色：                     血液型：           （Ｒｈ因子      ） 

 

標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する標章の数等 

（標章又は特殊信号の交付又は使用許可の場合のみ記載） 

 

                                                                                             

                                                                                             

 

（許可権者使用欄） 

 資 格：                                                                   

 証明書番号：                        交付等の年月日：                      

 有効期間の満了日：                

 返納日：                   
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［様式２］ 
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